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台風第23号にかかる県等の支援制度一覧

区分 制度・事業名 対 象 者 内 容

弔 支 １災害弔慰金 死亡者・行方不明者の家族 〈支給額〉生計維持者死亡 ５００万円

慰 その他の者死亡 ２５０万円

金 給

・ ２災害障害見舞金 重度の障害を受けた者 〈支給額〉生計維持者死亡 ２５０万円

見 （両眼失明、要常時介護等） その他の者死亡 １２５万円

舞

金 ３災害援護金 全・半壊、床上浸水世帯、 〈支給額〉全壊 ２０万円 半壊 １０万円

（拡充） 重傷者 床上浸水 ３万円 重傷者 ３万円

４死亡見舞金 自然災害等による兵庫県民の死亡者 〈支給額〉２０万円

（拡充） の遺族（災害弔慰金支給者を除く）

生 貸 ５被災者生活復興 全・半壊、床上浸水世帯 〈貸付額〉３００万円以内

活 資金貸付 新規 （世帯主又は主たる生計維持者の前 〈利 子〉１.９％( )（ ） 利子補給により実質無利子

支 付 年総所得が730万円以下） 〈使 途〉被災家屋の補修、家具・電化製品

援 ・自動車等の生活必需品の修理・買換

６災害援護資金貸 家財の1/3以上の損害等 〈貸付額〉３００万円以内

付金 ＊災害救助法適用市町が１以上ある 〈利 子〉年３％

場合。所得要件有(2/3 ｶﾊﾞｰ)世帯を

７生活福祉資金 家財損害1/3未満（災害救助法の適 〈貸付額〉１５０万円以内

用を問わず。対象：低所得者 ） 〈利 子〉年３％

支 ８被災者生活再建 〈適用市町〉

支援金 ①災害救助法の適用市町

給 【国制度】 ②全壊10戸以上の市町

都道府県③全壊100戸以上の

生活再建支援 全壊世帯、半壊かつ解体世帯 〈支給額〉複数世帯 １００万円

＊所得・年齢要件あり 単身世帯 ７５万円

住 支 居住安定支援制 全壊・大規模半壊世帯 〈支給額〉 複数世帯 単身世帯

宅 度 ＊所得・年齢要件あり 再建・購入 ２００万円 １５０万円

再 給 （H16.4月創設） 補修 １００万円 ７５万円

建 賃貸入居 ５０万円 37.5万円

支 〈対象経費〉住家の解体・撤去費、整地費、

援 ローン利子等

９居住安定支援制度補完事業

法適用災害 国の居住安定支援制度の対象世帯の 〈支 給 額〉国の居住安定支援制度の法限度

（H16.4月創設） うち、支給額が、法限度額まで達し 額と支給額の差額

ない世帯 〈対象経費〉住宅再建費用を含む

法適用外災害 国の居住安定支援制度の対象となら 〈支 給 額〉国居住安定支援制度の支給額と

（新規、H16.8. ない小規模災害で住家が全壊等の被 同じ

30以降適用） 害を受けた世帯 〈対象経費〉住宅再建費用を含む
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区分 制度・事業名 対 象 者 内 容

住 支 10住宅再建等支援 次の支給要件を満たす者 「兵庫県住宅再建共済制度」が実施されるま

宅 給 金 ①全壊、大規模半壊、半壊、床上浸 での措置として支援法・県補完事業の支給額

。再 水（家屋の損害割合が10%以上20% を上回る実費部分について支援金を支給する

建 未満） 〈支給額〉全 壊 １００万円

支 ②発災時と同一市町内で、住宅を再 大規模半壊 ７５万円

援 建・購入・補修する者 半 壊 ５０万円

③世帯の年収800万円以下 床 上 浸 水 ２５万円

助 11わが家の耐震改 自然災害で住宅のり災証明書を受け 〈補助金額〉

修促進事業 た者で、次に掲げる用件のいずれか 住宅耐震改修工事費補助は耐震改修工事費に

成 に該当する住宅を所有するもの。 応じ最大50万円

①半壊以上の被害を受けた木造住宅 ただし、住宅耐震診断・改修計画策定費補助

②自然災害により被害を受け、耐震 を受けている場合は、その額を差し引く

診断の結果。安全性が低いと判断

された住宅

貸 12災害復興住宅融 ①住宅に５割以上の被害を受け、建 〈融資額〉建築・購入 耐火 1,160万円

資 築・購入する者 木造 1,100万円

付 住宅金融公庫 ②住宅に10万円以上の被害を受け、 補修 耐火 640万円【 】

補修する者 木造 590万円

〈利 率〉１.９％

そ 13人生８０年いき 住宅の改造等によりバリアフリー化 〈助成対象限度額〉

（

の 参 いき住宅助成事 を行う60歳以上の高齢者又は身体障 住宅改造・一般型、特別型 100万円／戸

他 考 業 害者のいる世帯等（同助成事業を実 増改築型 150万円／戸

施している市町に限る） 共同住宅(分譲)共用型 100万円／棟

）

〈助成率〉9／10～1／3

中 貸 14経営円滑化貸付 県が指定した災害により被災した中 〈融資額〉５,０００万円以内

小 （災害復旧枠） 小企業 〈利 率〉１.１％（最優遇金利）

企 付 （り災証明が必要） 〈償 還〉７年以内(内１年以内据置可)

業 〈使 途〉災害復旧に必要な設備・運転資金

者

支 15災害復旧貸付 災害により直接被害又は間接被害を ① 国民生活金融公庫

援 政府系金融機関 受けた中小企業者 〈融資額〉３,０００万円以内【 】

＊10/22兵庫県発動 〈利 率〉１.７％（基準金利）

〈償 還〉10年以内(内２年以内据置可)

〈使 途〉設備・運転資金

② 中小企業金融公庫

〈融資額〉１億５,０００万円以内

〈利 率〉１.７％（基準金利）

〈償 還〉10年以内(内２年以内据置可)

〈使 途〉設備・運転資金

③ 商工組合中央金庫

〈融資額〉２０億円以内

〈利 率〉１.１％（基準金利）

当初 年 以降 年毎見直し＊ 10 ､ 5

〈償還・使途〉

設備：20年以内(内３年以内据置可)

運転：10年以内(内３年以内据置可)
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区分 制度・事業名 対 象 者 内 容

中 既 16小規模企業者等 激甚災害により被害を受けた中小企 〈対象貸付〉激甚災害を受ける以前に貸付を

「 」小 存 設備導入資金の 業者 受けた 小規模企業者等設備導入資金

企 貸 激甚災害の指定 〈特例措置〉償還期間の延長

業 付 に伴う償還期 （２年を超えない範囲内）

者 特 間等の特例

（ ）支 例 10/25現在未指定

援

既 17災害復旧高度化 次の高度化事業を行う組合等 〈貸付額〉対象施設の９０％以内

存 事業 ・既往の高度化資金貸付を受けた事 〈利 率〉無利子

貸 業要施設がり災し、高度化事業に 〈償 還〉20年以内(内３年以内据置可)

付 より施 設を復旧を図る

の

特 18既往債務の返済 災害により被害を受けた中小企業者 政府系中小企業金融機関及び信用保証協会に

例 条件の緩和 対し、貸出手続きの迅速化、返済猶予等債務

10/22兵庫県発動 の条件変更、担保徴求の弾力化の対応を、中（ ）

政府系金融機関 小企業庁が指示【 】

信 19セーフティネット 市町長のセーフティネット保証４号 自然災害等に起因して売上高等が減少してい

用 保証４号の発動 の認定を受けた中小企業者 る中小企業者に対し、保証限度額の別枠化を

保 10/25現在未発動 実施（ ）

証 【信用保証協会】

20激甚災害の指定 激甚災害により被害を受けた中小企 激甚災害により損害を被った中小企業者に対

に伴う災害関係 業者 し、特例保証（別枠）を実施

特例保証

（ ）10/25現在未指定

【信用保証協会】

相 21特別相談窓口の 災害により被害を受けた中小企業者 県民局、経営支援課、ひょうご中小企業活性

談 設置（10/25～） 等 化センター等に「特別相談窓口」を設置

【 】窓 県及び関係機関

口

22政府系金融機関 災害により被害を受けた中小企業者 政府系中小企業金融機関及び信用保証協会、

等特別相談窓口 等 主要商工会議所、商工会連合会、近

の設置 10/22～ 畿経済産業局に「特別相談窓口」を設置（ ）

、雇 支 23雇用保険の特例 災害救助法の適用地域にある事業所 離職前の事業所に再雇用が予定されていても

給付 が被災により休止・廃止され、一時 雇用保険を給付

用 給 国・厚生労働省 的に離職を余儀なくされていた被保【 】

険者

農 助 24野菜災害補償補 災害を受けた野菜農家に災害補償金 野菜の生産途上において、自然災害を受けた

林 助金交付事業 を交付した農協 野菜農家に対し、災害補償金を交付するため

漁 成 の資金助成

業 〈対象野菜〉キャベツ、だいこん、なす、

者 たまねぎ、トマト等(25品目)

支 〈補償単価〉被害10ha当たり30千円以内

援
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区分 制度・事業名 対 象 者 内 容

農 助 25農林水産業共同 共同利用施設の所有者 被災した共同利用施設を、原型に復旧するこ

林 利用施設災害復 （農協、農協連合会、農事組合法人 とを目的とするもののうち、１か所４０万円

漁 成 旧事業 等） 以上のもの（激甚災害の告示があった市町の

業 国・農林水産省 場合、１か所１３万円以上）【 】

者 〈補助率〉

支 ①一般災害 ２／１０

援 ②激甚災害法適用で、告示された市町

40万円まで4/10、40万円超 9/10

③激甚災害法適用で、告示のない市町

40万円まで3/10、40万円超 5/10

26森林災害復旧事 市町、森林組合、生産森林組合、み 全国、数県、数市町等で一定規模以上災害が

業 どり公社等 あった場合に指定

激甚災害指定 <事業地の採択基準>（ ）

国・農林水産省 事業規模4ha以上かつ被害率30％以上【 】

<補助対象>被害木の伐採・搬出・跡地造林、

倒木起し、作業路開設等

<補助率> 標準事業費の２／３

（国1/2、県1/6)

27公共造林事業 森林組合、生産森林組合、みどり公 数県、１市町等で一定規模以上災害があった

指定被害地造林 社、森林所有者等 場合に指定（ ）

国・農林水産省 <事業地の採択基準>【 】

事業規模0.1ha以上かつ被害率30%以上

<補助対象>被害木の伐採・搬出・跡地造林、

倒木起し、作業路開設等

<補助率> 標準事業費の56/100

（国42/100、県14/100)

28公共造林事業 市町、森林組合、生産森林組合、み 被害森林であり１事業主体あたり0.5ha以上

（被害地等森林 どり公社、森林所有者等 <事業地の採択基準>

整備事業) 事業規模0.1ha以上かつ被害率30％以上

国・農林水産省 <補助対象>跡地造林、作業路の開設のみ【 】

<補助率> 標準事業費の48/100

(国 36/100、県 12/100)

融 29豊かな村づくり 被害損失額が、平年農業収入の概ね 〈貸付額〉個人５００万円以内

資 資金・災害資金 ３０％以上である旨の市町長の認定 団体（法人）1,000万円以内

制 を受けた者 〈利 率〉１.０５％

度 〈償 還〉５年以内(内１年以内据置可)

〈使 途〉①再生産に必要な資金

②災害前６か月以内に購入した生

産資材代金の支払資金

〈利子補給〉１.５％

30農業経営維持安 主に農業を営む者で、市町長の災害 〈貸付額〉個人 ２００万円以内

定資金 証明を受けた者 法人１,０００万円以内

【農林漁業金融 〈利 率〉０.８～１.８％

公庫】 〈償 還〉20年以内(内３年以内据置可)

〈使 途〉経営再建費及び収入減補てん
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区分 制度・事業名 対 象 者 内 容

農 融 31沿岸漁業経営安 市町長の災害証明を受けた者 〈貸付額〉個人 ２００万円以内

林 資 定資金 法人 ４００万円以内

漁 制 【農林漁業金融 〈利 率〉０.８～１.８％

業 度 公庫】 〈償 還〉20年以内(内３年以内据置可)

者 〈使 途〉経営再建費及び収入減補てん

支

援 32農業近代化資金 認定農業者 〈貸付額〉個人1,800万円

(災害にも活用 法人 ２億円）

〈利 率〉０.８～１.６５％

〈償 還〉15年以内（内2～3年以内措置可）

〈使 途〉農産物の生産、流通又は加工に必

要な施設の復旧

〈利子補給〉１.４％～２．２５％

33林業・木材産業 森林所有者、森林組合 〈貸付額〉林業 個人1,500万円

改善資金 素材生産者 等 団体5,000万円

(災害にも活用 〈利 率〉無利子）

〈償 還〉10年以内

〈使 途〉施設・林道等の改善、立木の搬出

34漁業近代化資金 漁業者、漁業生産組合 〈貸付額 （個人施設）〉

災害にも活用 水産加工業者、水産加工業を営む法 (1)20トン未満漁船 他 9,000万円（ ）

人 (2)20トン以上漁船 3億6,000万円

漁業協同組合 （共同利用施設） 12億円

漁業協同組合連合会 等 〈利 率〉１.３％～１．８％

〈償 還〉5年～20年以内(うち2～3年以内措

置可)

〈使 途〉漁船、漁具、養殖施設等施設資金

〈利子補給〉０．４０％～１．７５％

35農林漁業施設(果 土地改良区、農業協同組合、農業者 〈貸付額〉300万円

樹の改植又は補 等 〈利 率〉０．８０％～１．８％

植) 〈償 還〉25年以内（うち10年以内措置可）

農林漁業金公庫 〈使 途〉果樹の改植又は補植に必要な資金【 】

36農林漁業施設資 土地改良区、農業協同組合、 〈貸付額〉地元負担額の80%又は１施設

金 農業者 等 あたり300万円

【農林漁業金融 〈利 率〉０．８０％～１．８％

公庫】 〈償 還〉20年以内(内3年以内措置可)

〈使 途〉共同利用施設又は個人利用施設

37農業基盤整備資 土地改良区、農業協同組合、農業者 〈貸付額〉地元負担額の100%

金 等 〈利 率〉０．８０％～１．８％

【農林漁業金融 〈償 還〉25年以内(うち10年以内措置可)

公庫】 〈使 途〉農地、ため池、水路等の復旧

38林業基盤整備資 林業を営む者(個人、会社等)森林組 〈貸付額〉地元負担額の80％

金 合等で、市町長の災害証明を受けた 〈利 率〉０．８０％～１．８％

【農林漁業金融 者 〈償 還〉15年以内(内５年以内措置可)

公庫】 〈使 途〉樹苗養成施設の復旧、激甚災害指

定指定地域の復旧造林、林道復旧
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区分 制度・事業名 対 象 者 内 容

農 融 39漁業基盤整備資 水産業協同組合 〈貸付額〉地元負担額の80％

林 資 金 漁業者 等 〈利 率〉０．８０％～１．９５％

漁 制 【農林漁業金融 〈償 還〉20年以内(内3年以内措置可)

業 度 公庫】 〈使 途〉漁港施設、漁場等の復旧

者

支 40漁船資金 漁業者 〈貸付額〉地元負担額の80％又は１隻あたり4

援 【農林漁業金融 漁業を営む法人 億5千万円

公庫】 漁業生産組合 〈利 率〉０．８０％～１．８％

漁業協同組合 〈償 還〉12年以内(内２年以内措置可)

〈使 途〉沈没、拿捕により滅失した漁船又

は破損により使用不能となった漁船の代船

共 41農業共済

済

制 農作物 農作物が災害によって基準収穫量の 〈種 類〉水稲、麦

度 一定割合を超える減収となった農家 〈加入対象〉

①当然加入：水稲25ａ以上、麦10ａ

以上耕作している農家

②任意加入：稲・麦合わせて10ａ以

上耕作している農家

〈支払対象〉３割を超える減収量

〈支 払 額〉kg当り補償額×（基準収穫

量×70％－収穫量）

※引受方式により違う場合あり

家 畜 家畜が死亡、廃用、疾病及び傷害に 〈種 類〉牛・馬・豚

よって損害が生じた農家 〈加入対象〉対象家畜の飼育農家(任意)

＊飼養家畜の全頭加入が条件

〈支払対象〉死亡、廃用、疾病、傷害

〈支 払 額〉

①死廃： 家畜の評価額－残存物価（

額等）×事故時の補償割合

②病傷：診療費（限度額まで無料）

※補償割合：加入時に30～80％の範囲

で、農家が選択。飼養頭数の増減によ

り変動

果 樹 果樹が災害によって、農家ごとに基 〈種 類〉ぶどう、なし、くり、

準収穫量の一定割合を超える減収と うんしゅうみかん、びわ

なった農家 〈加入対象〉樹種ごとに市町等が定める

一定面積（5～10ａ）以上

栽培している農家（任意）

〈支払対象〉３割を超える減収量

〈支 払 額〉kg当り補償額×（基準収穫

量×補償割合－収穫量）

※補償割合：70％
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農 共 41農業共済

林 済

漁 制 畑作物 農作物等が災害によって、農家ごと 〈種 類〉大豆

業 度 に基準収穫量等の一定割合を超える 〈加入対象〉市町等が定める一定面積（5～10

） （ ）者 減収となった農家 ａ 以上栽培している農家 任意

支 〈支払対象〉３割を超える減収量

援 〈支 払 額〉kg当り補償額×（基準収穫量×

70％－収穫量）

※引受方式により違う場合あり

園芸施設 園芸施設等が災害によって損害を受 〈種 類〉ガラス室、ビニールハウス等の

けた農家 園芸施設 等

〈加入対象〉所有・管理面積が、市町等が定

（ ） （ ）める一定面積 2～5a 以上の農家 任意

〈支払対象〉１棟ごとに３万円以上又は共済

価額の１割以上の損害が生じた場合

〈支 払 額〉共済価額×損害割合×補償割合

※補償割合：80％

42漁業共済

漁 獲 漁獲金額が減少した採貝採藻業、漁 〈支払対象〉５中３平均金額を基礎とし

船漁業、定置漁業 て補償水準を設定

養 殖 養殖生物に損害が生じた養殖業者 〈支払対象〉魚種毎の単位当たり共済価

額に数量を乗じて補償価額を設定

特定養殖 特定の養殖業について、生産金額の 〈支払対象〉５中３平均金額を基礎とし

減少が生じた養殖業者 て補償水準を設定

そ 43農業倉庫受寄物 (財)農業倉庫受寄物損害補償基金に (支払対象)

、の 損害補償基金 出資し、かつ、同基金と受寄物損害 農協等が生産者から売り渡しの委託を受け

他 補償等に関する契約を締結している 農業倉庫、その他の保管施設及びｶﾝﾄﾘｰｴﾚﾍﾞｰﾀ

の と農協等農業倉庫業者 ｰ等の米麦加工施設で保管中の米麦が、水害で

制 受けた損害

度 (支 払 額)

(財)農業倉庫受寄物損害補償基金が査定し

た損害評価額

44森林国営保険 森林国営保険に加入している森林が 〈支払額〉契約した保険金額の範囲内で損害

【国】 損害を受けた被保険者 に応じた額

＊支払額が２千円未満の場合など、支払

われない場合有り

45漁船保険 漁船保険に加入している漁業者 〈支払額〉保険掛金等に応じた損害額
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県 46申告・納付等の 災害等により、税法等による申告等 災害が止んだ日から２か月以内に限り延長
税 期限の延長 が期限までにできない場合で、申請
の した者
軽
減 47徴収の猶予 災害等により一時に納付できない場 納付困難な金額を限度として、申請日から１
措 合で、申請した者 年以内の範囲内で猶予
置
等 48納入義務の免除 災害により徴収不能になった特別徴 災害により軽油の代金及び軽油引取税を受け

収義務者 取ることができなくなった又は失った額に相
当する税額を免除

課税の減免

49個人事業税 商品等の事業用資産に1/2以上の損 減免金額 課税標準額×税率×減免割合〈 〉
害（保険金等により補填された金額
を控除）を受けた者 課 税 標 準 額 減免割合

500万円以下 １００％

500万円超750万円以下 ５０％

750万円超1,000万円以下 ２５％

上記のほか、住宅、家財及び事業用 減免金額 課税標準額×税率×減免割合〈 〉
資産に1/2以上の損害（扶養親族等
の所有を含む）を受けた者 課 税 標 準 額 減免割合
※納期限までに減免申請書及び災害
証明書等を提出 500万円以下 １００％

50不動産取得 ①災害等により滅失・損壊 したと 〈減免額〉被災不動産の登録価格×減免
税 きから３年以内に 代替不動産を取 割合×税率

得した者 ア 土地イ 家屋
（ ）②不動産取得の直後 納期 限まで

減免割合に災害等により 滅失・損壊した者 災害の程度

※納期限までに減免申請書 及び災 被災面積又 7/10以上 全部
害証明書等を提出 は被災価格

が当該土地 5/10 7/10 8/10以上 未満
の面積又は
価格の 3/10 5/10 6/10以上 未満

減免割合災害の程度

全壊､流失､埋没､焼失等に 全部
より家屋の原形をとどめな
いとき又は復旧不能のとき

主要構造部分が著しく損傷 8/10
し、大修理を必要とする場
合で当該家屋の価格の6/10
以上の価値を減じたとき

屋根、内壁、外壁、建具等 6/10
に損傷を受け、居住又は使
用目的を著しく損じた場合
で、当該家屋の価格の4/10
以上6/10未満の価値を減じ
たとき
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県 課税の減免

税

の 51自動車税 原動機等の損壊により相当期間運行 〈減免額〉原動機等の損壊により運行不能と

軽 不可能となった自動車の所有者 なった月数に応じ、月割をもって

減 ※災害を受けた日から60日以内に減 算出した額

措 免申請書及び災害証明書等を提出 （16日未満の端数切り捨て）

置

等 52自動車取得 災害によって滅失、損壊した自動車 〈減免額〉災害を受けた自動車の災害直前の

税 の代替自動車を災害が止んだ日から 通常の取引価格に相当する額に税

３か月以内に取得した者 率を乗じて得た額

※自動車取得税の申告の際に減免申

請書及び災害証明書等を提出

53個人県民税 災害により市町村民税が、その地方団体の条

例に基づいて減免された場合に、同時に県民

税も同じ割合で減免

54軽油引取税 災害により必要があると認める納税 〈減免額〉引取を行った軽油の数量に相当す

者（申告納付分のみ） る税額

※納期限までに減免申請書を提出

教 55特殊教育就学奨 災害等により学用品等を消失した盲 災害により消失した学用品等を再購入する経

育 励費 ・聾・養護学校に在籍する児童生徒 費を支給

関 の保護者 〈補助率〉国1/2、県1/2

係 〈申請事務の流れ〉

支 県立学校：保護者→学校→県教委→国

援 市立学校：保護者→学校→各教育事務所

→県教委

56県立高等学校授 災害によって、甚だしく生活困難に 子弟の授業料を免除及び減額

業料免除及び減 なった者 〈申請事務の流れ〉

額 保護者→学校→県教委

57災害時の小・中 災害により教科書、教材を消失した 災害救助法に基づき教科書、教材を無償で給

学校等の教科書 小・中学校の児童生徒（盲・聾・養 与

・教材給与 護学校の小学部・中学部を含む）

58要保護及び準要 市町が、経済的理由により就学困難 市町が就学に必要な援助を行った場合、国が

（

参 保護児童生徒援 と認める児童・生徒の保護者 その一部を補助

考 助費補助金 〈対象補助経費〉

市町事業 ・学用品費等（通学用品費、校外活動費、

）

【 】

通学費、修学旅行費等）

・医療費 ・学校給食費

〈補助率〉予算の範囲内

〈申請事務の流れ〉

保護者→学校→市町→各教育事務所

→県教委→国

59災害時の高等学 災害救助法適用市町に在住又は適用 各教科書発行者のご厚意により無償配布

校等の教科書給 市町に所在する高等学校（盲・聾・

与 養護学校の高等部を含む）の生徒




